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地域とともに歩む⾼等教育機関の役割
〜連携による持続的な地域の活性化を⽬指して〜

アカデミア・コンソーシアムふくしま（ACF）
事業推進会議 議⻑
⼩沢喜仁 （福島⼤学副学⻑（地域連携担当））

地域連携に求められる課題について

1. 中小企業と高等教育機関・研究機関を結びつけ，取り
組みのゴールを見せながら，導くことができる連携や
マッチングと、この能力を持つマッチング・プランナーの
配置が必要である。

2. 中小企業がレベルアップを目指すときに，研究・技術
開発に係わる研究分析の共用基盤の整備と効率的な
運用システムの構築を行う必要がある。

3. 浜通りにおける高度研究教育機関の設置など共同利
用による高度な高等教育機能や設備整備を進める。

4. 地域に所在する高等教育機関の連携による総合的な
教育機能強化により中核的専門人材の形成を図る。

資料５
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震災からの復旧・復興
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○福島⼤学東⽇本⼤震災総合⽀援プロジェクト「緊急の調査研究課題に対応する経費」の創設
• 研究推進機構では、東⽇本⼤震災及び東京電⼒福島第⼀原⼦⼒発電所事故により⽣じた様々な課題に

早急に対応すべく、平成23年４⽉に「福島⼤学東⽇本⼤震災総合⽀援プロジェクト」を創設。
• 本学教員から、地域の復旧・復興に貢献し、かつ緊急性の⾼い研究テーマを公募し、そのうちの
35件(⼦どもや若者への⽀援、地域産業の復旧・復興、放射性物質に関するもの等)について、

「緊急の調査研究課題に対応する経費」により⽀援を実施。

○国⼤協「震災復興・⽇本再⽣⽀援事業」
(平成23年〜)への採択（左表）

• 国⽴⼤学協会では、各国⽴⼤学による東⽇本⼤震災復興・⽇本
再⽣のための実効ある活動を促進するため、各機関がそれぞれ
の特⾊を活かして実施する、震災復興や新たな⽇本の構築に
係る事業を⽀援(33⼤学67件)。

• 福島⼤学では、⼦どもや若者⽀援、農業をはじめとする地域の
産業の復旧・復興⽀援、放射線モニタリングなど、14件が採択。

震災復興・⽇本再⽣⽀援事業 採択事業⼀覧
１ ふくしま復興交通まちづくりプラットフォーム形成事業

２ ⼦ども⽀援プログラム 「⼟曜⼦どもキャンパス」関連事業

３ 農地回復を⽬的とした燃料作物栽培の効果検証

４ 被災地域の産業活性化に向けた労働従事者の健康・安全推進⽀援事業

５ 福島県における放射能汚染検査態勢の体系化と農業・農村復興⽀援

６ 放射性物質による⼤気環境汚染とその影響評価に関する研究

７ 無⼈・⾃動化放射線計測ネットワークによる除染地域の放射線量変動観
測

８ 県外から帰還する乳幼児家族のニーズにもとづいた⽀援活動の構築

９ 原発被災地域復興にかかる課題析出・分析調査 〜法制度化に向けた課題
と基本枠組み〜

１０ 若年者キャリア形成に向けた動機づけ活性化事業
１１ 福島県の⼩中学校における教育課題調査
１２ 福島県の中⼭間地域における放射能汚染対策と地域活性化⽀援
１３ ⼦どもの「困り感」に寄り添う「⼦ども⽀援員」の育成と活⽤事業
１４ 福島県⽴富岡養護学校⽀援事業

地上約400地点からの放射線量の測定をもと
に、⽇本で初めて汚染マップを作成。当該
データは、いち早く国や県、⾃治体等へ
提供。→

FUREの取組概要①

4

※経過：
H23年 4⽉

学内措置により設置
H23年11⽉

施設費措置(施設整備費補助⾦)、
H24年 1⽉

⽂部科学省による事業費措置(⼤学等における
地域復興のためのセンター的機能整備事業)

H25年 4⽉
新体制で更なる⽀援活動を展開

センター⻑：中井勝⼰教授(兼・⾏政政策学類)

平成25年５⽉に竣⼯したばかりの
うつくしまふくしま未来⽀援センター棟

※平成25年４⽉現在○実施体制
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地上１m計測値 単位(μSv/h) 5⽉19⽇測定 6⽉6⽇測定

グランド(野球のマウンド) 2.84 0.30 

グランド(鉄棒の前) 2.34 0.23 

バレーコート中央 2.62 0.22 

テニスコート中央 2.65 0.26 

教室(南校舎１階) 0.20 0.10 

体育館中央 0.20 0.13 

附属中学校・幼稚園図⾯
(⾚枠部分が表⼟埋設トレンチ部分)

⼭砂+川砂 (20 cm)

砕⽯ (10 cm)

下層⼟(20 cm)

遮⽔シートで包んだ
除去表⼟ (1 m)

トレンチ埋設断⾯ 概念図

除染への取組状況② 附属中学校・幼稚園の校庭表⼟⼊替⼯事による放射線量の⽐較

H23.4/19 ⽂科省・厚労省「避難区域等の外の学校等の校
舎校庭等の利⽤判断にかかる暫定的考え⽅」

4/25 郡⼭市校庭園庭表⼟除去を発表、27⽇実施開始。
5/ 2 福島県知事、⼟壌の⼊替，処理法などの提⽰を

総理⼤⾂に要望
5/7-8 福島⼤学附属中学・幼稚園で⼟壌の放射線遮蔽

効果調査
5/11 ⽂科省「実地調査を踏まえた学校等の校庭・園

庭における空間線量低減策について」
5/22-6/7 福島⼤学附属中学校・幼稚園運動場表層⼟除去

⼯事⼯事実施

5/25 附属中学校 校庭表⼟除去 6/8 施⾏後のトレンチ上部
(砂場、野外バレーボールコート)

5/27 遮⽔シートで表⼟被覆作業

除染への取組状況④ ⾦⾕川キャンパス中央広場 インターロッキング除染実験 (平成24年１⽉28⽇実施)

6

⾚ｸﾞﾗﾌ：鉛コリメータによる⾼さ1cmの計測値
⻘ｸﾞﾗﾌ：洗浄圧⼒と表⾯空間線量率の関係１．除染処理フロー図

２．除染後の表⾯

３．測定値
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直径Φ13mm
最終⽬標はΦ5mm

顕著な研究成果の例 〜低バックラッシュメカニズムの開発と医療応⽤〜

7

共⽣システム理⼯学類
⾼橋 隆⾏ 教授

(研究担当副学⻑)
> 100deg.

follower link

cam

Rotor

Coil (Primary/Secondary)

Stator

クラウンギア減速機構 シートレゾルバ
特許第4511635号 特許第4603973号

※ 共同研究を⾏っている企業が
保有する特許

理論上バックラッシュがゼロのメカニズム
超⼩型⾓度センサ

先端部にセンサを搭載

⾼精度で⾮⼲渉な動作を
実現できる⼩型医療⽤
マニピュレータの開発

幅約30mm

フュージョンテクニック
等で利⽤可能な⼩型医療
⽤ロボットハンドの開発

応⽤例

低バックラッシュ⼩型⾼出⼒⾼精度アクチュエータ

⾼精度⽴体カム機構
特許第4388566号
特許第4448554号

⾼精度⽴体カム機構を⽤いたロ
ボットハンドの研究が，第25回
⽇本ロボット学会論⽂賞を受賞。

※バックラッシュとは
機械・装置の稼動等のために⽤いられる⻭⾞やねじの溝のこと。通常、バックラッシュは、磨耗に
より増⼤するため、騒⾳や不要な振動、機械の寿命低下等の⼀因となる。

森林の放射性物質の⻑期的な動態調査
（放医研・筑波⼤・広島⼤・

福島⼤・⻑崎⼤学・福島県⽴
医⼤）
気象条件による再⾶散の観測とメカニズム解明
⼟壌から河川への流出観測とメカニズム解明
⼟壌中の鉛直的な移動と存在形態解明
⾷物連鎖で動物に移⾏するメカニズム解明
森林動植物⽣態・個体への放射線影響
キノコ，⼭菜，野⽣動物等⾷料への移⾏状況
⽊材等への移⾏予測も含めた⻑期動態モデル化

森林
河川・湖沼

海洋 海洋の放射性物質の⻑期的な動態調査
（東京海洋⼤・放医研・福島⼤）
河川からの運搬と海洋域での堆積過程の解明
海⽔中と海底堆積物中の化学形態の解明
⾷物連鎖で⿂類に移⾏するメカニズム解明
海洋中の⻑期予測のための動態モデル化

連携研究機関が参画する運営会議による研究戦略の策定とプロジェクト研究

森林，河川・湖沼，海洋をフィールドに複数のプロジェクト研究

これらのデータを統合化した将来予測のための物質移動のモデル化

国内外の⼤学・研究機関・
研究者の共同利⽤

異分野融合に

体系化

異分野融合に

よる新たな学

術研究展開と

体系化

放射性物質動態

による将来予測

放射性物質動態

データの収集と

統合化したモデル

による将来予測

共同利⽤計画中の海外組織
●国際組織

IAEA, STAR, COMET

●欧州
グラスゴー⼤学
シェフィールド⼤学
プリマス⼤学
リバプール⼤学
IRSN, LSCE, SCK・CEN

カールスルーエ⼯科⼤学
モスクワ⼤学
ベラルーシ国⽴⼤学
ウクライナ気象⽔⽂研究所
ウクライナ国⽴科学アカデミー

●⽶国
コロラド州⽴⼤学

河川・湖沼の放射性物質の⻑期的な動態調査
（筑波⼤・福島⼤・放医研）
河川⽔による運搬と河川敷への堆積過程の解明
河川⽔中の存在形態と形態変化メカニズム解明
淡⽔⽣態系の⾷物連鎖で⿂類に移⾏するメカニズム解明
森林-河川-海洋の⻑期動態シミュレーションモデル
⽔中の試料採集や計測⼿法の開発

河川・湖沼の放射性物質の⻑期的な動態調査
（筑波⼤・福島⼤・放医研）
河川⽔による運搬と河川敷への堆積過程の解明
河川⽔中の存在形態と形態変化メカニズム解明
淡⽔⽣態系の⾷物連鎖で⿂類に移⾏するメカニズム解明
森林-河川-海洋の⻑期動態シミュレーションモデル
⽔中の試料採集や計測⼿法の開発

国内外からの研究ニーズ:

現地に隣接した場所での研究活動
拠点
○福島での調査・観測・実験
○試料採取と⼀次的な処理
○試料の分析と解析

○試料の保存・整理保管
○保管試料の提供
○データ・情報のアーカイブ
○予測モデル

○研究集会の開催

先端研究拠点としての 福島大学 環境放射能研究所 とプロジェクト研究先端研究拠点としての 福島大学 環境放射能研究所 とプロジェクト研究
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更なる発展に向けた取組〜福島⼤学環境放射能研究所〜

9

環境放射能研究所 福島県環境創造センター

継続的な環境放射能の研究

１）放射線基盤科学

２）放射線環境科学

３）放射線生態科学

４）放射線情報科学

（アーカイブ・情報発信センター）

福島県における放射能汚染

関連拠点の連携

環境モニタリング

環境回復・創造技術の調査・研究

情報収集・発信

教育・研修・交流

放射線医学・最先端診断に係る研究開発拠点

ふくしま国際医療科学センター

放射性薬剤を用いた最先端診断の研究開発

放射性物質の生態系を通じた人々の影響調査

低線量域における被ばく線量モニター

福島大学

福島県立医科大学

福島県

連携

連携

連携
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○県内32⾃治体と連携協定を締結

特に、双葉⼋町村とは、震
災・原発事故からの復旧・復
興に向けた連携協定を締結(平
成24年４⽉)し、放射線量の
詳細調査や復興計画策定⽀援
をはじめ、様々な取組を推進
している。

※

⾃治体等との連携・協⼒③

福島県内高等教育機関の所在と教員数

福島⼯業⾼等専⾨学校

いわき短期⼤学

東⽇本国際⼤学

いわき明星⼤学

会津⼤学

会津⼤学
短期⼤学部

福島⼤学

福島県⽴医科⼤学

福島学院⼤学
短期⼤学部

福島学院⼤学

⽇本⼤学⼯学部

郡⼭⼥⼦⼤学

郡⼭⼥⼦短期
⼤学

奥⽻⼤学

桜の聖⺟短期⼤学

２４２⼈

４２９⼈

４４⼈

３８⼈

１４３⼈

５２⼈
１６⼈

７７⼈

５１⼈

１０７⼈

３０⼈

１１２⼈

２１⼈

２３⼈

２０４⼈

福島県内総教員数：１,５８９⼈ 福島地域
759⼈

いわき地域
251⼈

郡⼭地域
437⼈

会津地域142⼈

平成22年5⽉1⽇現在

12

福島県 企業数
常用雇用者
+従業員数

中小企業 71,452 430,989

大企業 85 77,353

平成21年度データ（中⼩企業⽩書2011）
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８ アカデミア・コンソーシアムふくしま

アカデミア・コンソーシアムふくしま(ACF)との連携

14

• アカデミア・コンソーシアムふくしま(ACF)は、福島県⾼等教育協議会を発展させるかたちで、県内16の⾼等教育機関及び
関連⾃治体、経済団体等で組織。

• 平成24年現在は、３つの教育機関が新たに参画し、計19機関で構成され、福島⼤学が事務局を担当。
• 県内の⾼等教育進学率の引き上げや質の保証、地域の課題に積極的に対応できる有為な⼈材の供給、知識集約産業の振興等を

推進。(現在は、県内の16⼤学が連携・協⼒し、「ふくしまの未来を拓く『強い⼈材』づくり共同教育プログラム」を実施。
※下図参照)
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15

16

中⼩企業が⽀える産業構造

中間技術

先端技術

基盤的技術

Ａ ＣB

基盤技術を有する中⼩企業群【出所】関満博著；現場発ニッポンの空洞化を越
えて、⽇経ビジネス⼈⽂庫（２００３年発⾏）

技術の集積構造

先端技術：研究開発・製品開発に代表される技術。
企画〜開発〜営業も含む⼤企業の技術

中間技術：⽣産技術・組⽴技術など組⽴製造

基盤技術：鋳造、メッキ、熱処理、塗装、機械加⼯、
プレス、プラスチック成型などの素材加⼯

【出所】経済産業省中⼩企業庁：配布資料（平成１７年１０⽉１３⽇）
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復興を支え、リードする人材育成

ソフトの人材育成

設計、管理、

物流、経営、金融

製造現場の人材育成

技術者（製造）

技能者

地域リーダー育成

大学、自治体、産業界

コ
ト
づ
く
り

モ
ノ
づ
く
り

県内外の経験豊

富な人材の活用

地元優良中堅企

業に大卒人材を

誘致

①プランナー（政策、事業）

②プロジェクト･マネジャー

（院生、社会人）

福島県内6地域で技塾を

開催（H19年度～）

工場長育成道場を開催

（H21年度～）

自治体

中小企業

大学

｢モノづくりの基盤技術強化｣と｢成長分野に挑むコトづくり人材｣の育成が不可欠

事業化戦略プロデューサ

養成コース

再エネ中核的専門人材

養成コース

再エネ技塾

新たな地域産業構築の構造

地域における学と官の支援
→コアとなる開発型中小企業の登場

→協力企業群の存在
→クラスターの形成

→具体的な成功事例の創出
→新しい地域産業の構築，安全・安心かつ快適な地域の創出

開発型中小企業

（ベンチャー型企業）学 官

地域

地域の協力企業群

新しい地域産業分野
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